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の教育方針または教授内容の大きな課題となって
いる。２年という短い教育期間で必要な能力を育成
するためには明確な指針が必要であり、資格取得の
ための教育活動（以下、資格教育4)と記す）はその
うちの重要な柱であるといえる。資格取得のための
教育（あるいは支援）は、学生の願いを慮れば、決
して軽視することはできない。しかし、短期大学は
資格取得を目指した専門学校とは違うという反論
は当然にある。高等教育機関における資格教育の是
非は別稿で論ずることとし、本稿では、資格に対す
る意識調査を検討した上で、資格教育を通した実務
教育の在り方を考察する。 
Ⅱ. 資格および資格教育について 
1. 資格取得支援
資格は、その資格を主催する団体によって、国家
資格・公的資格・民間資格の３つに分類される。国
家資格とは、法律に基づき国が実施する国家試験で
合格すれば、その職務に従事する資格が与えられる
ものである。その多くは、薬剤師のように、事業所
等において資格者を管理監督者等として配置する
ことが義務付けられる必置資格や、弁護士や医師の
ように、その業務の独占が法的に保護される業務独
占資格があり、その種類は、約200資格、1,200種類
以上である。公的資格とは、国家資格以外で所管省
庁が認定した審査基準を基に、民間団体や公益法人
が実施する試験に合格すれば、一定レベルの能力が
あることを証明される名称独占資格である。民間資
格は、民間団体や企業が独自に審査基準を設けて任
意で与えるもので、職業に結びつくものから、それ
でないものまで多岐に渡る。 
今日、高等教育機関では、資格取得に前向きな学
生に対して多様な支援を行っている。河野（2008）
は『平成16年度大学一覧』（文教協会発行）および
大学案内から大学が実施している資格・検定講座の
実態を明らかにしている。以下は、河野が行った調
査結果の一部である。 
調査対象は経済・経営・商学系の学部を持つ私立
大学147校であり、そこで実施している資格・検定
講座数は延べ135資格・検定である。そのうち特に
多数を占めた「日商簿記検定」および「全経簿記能
力検定」は調査大学の約8割を占め、医療・衛生・
社会福祉分野の資格・検定は約43％であった。資
格・検定の認定主体は、135資格・検定中上位5資格・
検定に限ってみると、国家資格１、公的・民間資格
4であり、「大学において資格・検定講座の対象とな
る資格・検定は、独立自営を前提とした業務独占資
格よりも、雇用を前提とした資格・検定である傾向
が強い」といえる。 
しかし、大学で実施されている資格取得支援に関
する先行研究は少なく、特に正課で行われている資
格取得支援の実態は明らかにされていない。 
2. 資格の効用に関する先行研究
資格に関する先行研究には、資格の効用および資
格教育に関するものがある。 
阿形（2013）は、職業資格における効用を軸に、
先行研究を４つに分類し（図１）、それぞれの象限
で資格取得がもたらす効果について有職者を対象
に検証している5)。第Ⅰ象限（個人×育成のグルー
プ）は、資格取得が、個人にとっての効用となり、
独立・開業への可能性に繋がる場合、第Ⅱ象限（個人
×選抜のグループ）は、資格取得によって個人が労
働市場においての価値を認められ、参入のきっかけ
が得られる場合、第Ⅲ象限（組織×選抜のグルー
プ）は、資格取得によって従業員の能力開発が促進
され、評価基準になりうる場合、第Ⅳ象限（育成×
組織のグループ）は、組織内での能力を底上げし、
対外的な信頼を得る場合、の４グループである。学
生は一般企業等への就業前であることから、高等教
育機関での教育は、主に第Ⅱ象限（個人×選抜の
グループ）が該当することになる。有資格者が受け
る効用の検証もなされている点で、本稿での資格教
育を通した実務教育の考察上大変興味深い分類で
あるが、学生を対象とした検証はなされていない。 
図１ 資格の「効用」分類（１） 
出典：阿形（2010）p.22の分類による 
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だと思う、③資格は仕事をする上でも有利だと思う、
の３項目による。医療系以外の資格に対する興味関
心は、④医療系以外の資格にも興味がある⑤医療系
以外の資格も機会があれば受けてみたい、の２項目
によった。回答は、「そう思う」「やや思う」「どち
らでもない」「それほど思わない」「まったく思わな
い」の５段階とした。 
資格と仕事の関係性についての結果は、以下の表
１・２・３に示す通りである。医療経営を専門とす
るＡ大を比較対照としたが、資格に対する意識に大
きな差異は見られなかった。特に医療系職種は、業
務独占資格がほとんどで、医療系スタッフ養成学
部・学科では、資格取得は必須である。事務系職種
では資格の有無は原則として問われないが、「診療
情報管理士」等の有資格者を求める医療機関は多く、
結果は予測できる範囲であった。本学科でも医療事
務系科目を履修する学生に資格を重要視する意識
が浸透していることがわかる。より高い資格を目指
したいという思いを日頃から訴える学生もあり、資
格に対する意識が高いことは明らかである。 
表1 資格は持っていたほうがよいと思いますか 
項目 本学科・人/割合 Ａ大・人/割合 
思う・やや思う 59 98.3% 90 100.0% 
どちらでもない 0 0.0% 0 0.0% 
それほど思わない・思わない 1 1.7% 0 0.0% 
合計 60 100.0% 90 100.0% 
表2 資格は就職に有利だと思いますか 
項目 本学科・人/割合 Ａ大・人/割合 
思う・やや思う 57 95.0% 87 96.7% 
どちらでもない 1 1.7% 2 2.2% 
それほど思わない・思わない 2 3.3% 1 1.1% 
合計 60 100.0% 90 100.0% 
表3 資格は仕事をする上でも有利だと思いますか 
項目 本学科・人/割合 Ａ大・人/割合 
思う・やや思う 51 85.0% 79 87.8% 
どちらでもない 6 10.0% 7 7.8% 
それほど思わない・思わない 3 5.0% 4 4.4% 
合計 60 100.0% 90 100.0% 
次に、医療系以外の資格に対する興味関心の結果
を表４・５に示す。本学科、Ａ大ともに医療系以外
の資格に興味を抱いていることがわかる。この結果
を踏まえ、学生に聞き取りを行ったところ、以下の
興味深い考えが聞かれた。「高校では、決まった勉
強しかできなかったが、大学では、変わったことを
やってみたい。それが、医療でもなんでもいい（本
学科１年）」「自分らは、医療しか学べないから、潰
しがきかない7)んじゃないかと不安です。でも、何
をとったらいいのかわからないし（Ａ大１年）」「仕
事をしていくのに必要な資格があればとっておき
たいです（本学科2年）」 
筆者らは、専門のコースが決まると、他の資格へ
の興味関心は薄れていくと考えていたが、学生は自
分のスキルアップのために、あるいは就職のために
専門以外の資格でもとっておきたいと考えている
ことがわかる。 
表4 医療系以外の資格にも興味がありますか 
項目 本学科・人/割合 Ａ大・人/割合 
思う・やや思う 50 83.3% 73 81.1% 
どちらでもない 8 13.3% 9 10.0% 
それほど思わない・思わない 2 3.3% 8 8.9% 
合計 60 100.0% 90 100.0% 
表5 医療系以外の資格も機会があれば受けてみたいと
思いますか 
項目 本学科・人/割合 Ａ大・人/割合 
思う・やや思う 53 88.3% 67 74.4% 
どちらでもない 5 8.3% 12 13.3% 
それほど思わない・思わない 2 3.3% 11 12.2% 
合計 60 100.0% 90 100.0% 
(2)「資格」という言葉に対して学生の抱くイメージ 
「資格」という言葉を聞いて思い浮かぶ言葉を5
つ記載してもらい、その内容を分析した。方法は市
川(2005)によるイメージ分析を参考にした。市川は
「漠然としたイメージ語群（Ａ群）」と「具体的な
イメージ語群（Ｂ群）」を抽出し、クロス集計して
いるが、本稿では、「資格名を表す語群」「就職に結
びつく語群」「資格取得法に関する語群」「受験に対
する負の心理を表す語群」「受験に対する正の心理
を表す語群」「自己の向上を表す語群」の6分類に改
め、クロス集計は実施していない。抽出因子数は本
学科240、Ａ大393であった。 
「資格」のイメージについて、本学科における上
位３因子は、①就職活動、②勉強、③難しいと続き、
Ａ大では、①就職、②難しい、③診療情報管理士の
順で挙げられた。分類に従って整理した結果を表6
に示す。医療色の強いＡ大は、医療系資格の名称を
挙げる学生が多い。挙げられた資格名は97％が医療
系資格であった。Ａ大の学生は、医療系以外の資格
に興味は持っているものの、将来受けるべき資格に
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強い意識を持っていることがわかる。受験に対する
負の心理を表す語群の割合が少ないのも、資格試験
を受験するのは当たり前という思いの表れである
といえる。就職への結びつきが弱いのは、卒業まで
の期間が長いことが原因であるとも考えられるが、
総じて、Ａ大の学生は目の前にある医療系資格取得
に対しての強い思いを持っているといえよう。 
本学科の学生は、資格を就職と結びつける傾向が
強く、多く表出した因子は、「就職活動」、「仕事に
役立つ」、「就職に有利」の順であった。学生は、就
職活動を有利に展開させるためのツールと捉えて
いることが推測できる。メディカルコースを選択し
ている学生でも挙げる資格名は多種多様で、「簿記
検定」、「漢字検定」、「医療秘書」がほぼ同じ割合で
表出している。上記（1）の調査でも明らかなよう
に、学生の資格取得に対しての思いは強く、興味関
心の度合いも高いが、就職に有利な資格を常に模索
している様子が伺える。受験に対する負の心理の割
合も比較的高かったが、最も多かった因子は「難し
い」であり、受験に対する否定的な因子はない。本
学科において、適切な資格教育とコース設定が必要
であることが示唆される。 
表6 「資格」からイメージされる語群 
項目 本学科・人/割合 Ａ大・人/割合 
資格名を表す語群 74 30.8% 172 43.8% 
就職に結びつく語群 53 22.1% 58 14.7% 
資格取得に必要なもの
を表す語群 
52 21.7% 82 20.9% 
受験に対する負の心理
を表す語群 
34 14.2% 38 9.7% 
受験に対する正の心理
を表す語群 
4 1.7% 6 1.5% 
自己の向上を表す語群 21 8.8% 32 8.1% 
分類不能 2 0.8% 7 1.8% 
合計 240 100.0% 393 100.0% 
※分類項目に示された語群の上位 4因子 
■資格名を表す語群
本学科「簿記検定」「漢字検定」「医療秘書」「英
検」
Ａ大「診療情報管理士」「医療秘書」「診療報酬
請求事務能力」「臨床検査技師」
■就職に結びつく語群
本学科「就職活動」「仕事に役立つ」「就職に有
利」「履歴書」
Ａ大「就職」「履歴書」「仕事」「就職に有利」
■資格取得に必要なものを表す語群
本学科「勉強」「お金」「試験」「努力」
Ａ大「勉強」「試験」「学力」「努力」
■受験に対する負の心理を表す語群
本学科「難しい」「大変」「つらい」（3因子のみ）
Ａ大「難しい」「大変」「つらい」「めんどくさ
い」
■受験に対する正の心理を表す語群
本学科「自信」「長所」「安心」「一生懸命」（4
因子のみ）
Ａ大「すごい」「かっこいい」「自信」（3因子の
み）
■自己の向上を表す語群
本学科「持っていて損はない」「頑張った証」
「能力の証明」「スキル」
Ａ大「自分にプラスになる」「スキルアップ」
「ステータス」「レベル」
2. 資格に対する採用担当者の意識調査（病院の採
用担当者） 
2008年に筆者が行った病院の採用担当者（以下、
採用担当者と記す）へのアンケート調査の結果を示
す。回答者は、すべて採用に携わっている病院8)職
員で、そのうち、管理職（課長クラスまで）は49
名（56施設）（28.9％）であったが、いずれも回答
者169名（56施設）全員が書類選考および採用面接
経験者である。質問項目は、「診療報酬請求業務を
担当するためには、診療報酬請求関連の資格が必要
であると思いますか」である。「診療情報管理士」
については、業務内容に特殊性がみられる9)ため、
本調査からは除外した。 
「必要」と答えたのは96名（47施設）（n=169：
56.8％）であった。医療事務系資格は多くが民間資
格であり、資格がなくても原則として業務遂行は可
能である。加えて医療機関の種類によって診療報酬
の算定法は多様で、一概に資格が業務に直結すると
はいえない。診療報酬は、医療行為ごとに点数を設
定する「出来高払い方式」と、行った医療行為をひ
とまとめにして請求する「包括払い方式10)」があり、
後者は一つ一つの診療行為を点数にする必要がな
い。「不要」と答えた73名（のうち21名がその理由
を答えているが、「うちは包括なので資格は不要」
という回答が5名（5施設）あった。他に、「現場の
戦力になることが重要」、「資格は問いません」、「将
来的には必要と思います。キャリアアップ、管理職

短期大学における実務教育の在り方についての一考察 
－41－ 
いていた。しかし、より専門性の高いＡ大であって
も他の資格に興味関心を持っており、学生に対し多
様な資格教育を行う意義が明らかになった。Ａ大の
ように、コース選択の際に受験できる資格が限定さ
れてしまうと資格取得への興味関心をなくし、最悪、
進路を見失うことにもなりかねない。資格に対する
学生の意識調査からは、専門以外の資格に対しても
興味・関心を持っていることが明らかとなり、本学
科の「ゆるやかなコース制」の有用性を示唆してい
る。 
また、実務科目においては、資格取得が教育目標
の一つとなる。よって、資格に対する意識や資格の
持つ意味が明らかになっている学生は、どのような
資格に対しても意欲的に取り組み、それが成績にも
反映している結果となった。この結果からも「ゆる
やかなコース制」が学生の意欲向上に寄与している
ことがわかる。 
一方、本学科の学生は、資格を就職と結びつける
傾向にあり、資格の意義を深く考えずに受験してし
まう危険性も孕んでいる。一方、病院の採用担当者
は資格を知識習得の指標と捉える傾向にあり、資格
に対する思いには学生との乖離がある。したがって、
学生が自分に必要な資格の効用について自ら考え、
選択できる機会を多くすることも必要となる。阿形
（2013）によれば、学生は主に第Ⅱ象限に位置して
おり、資格は学生が職業へ参入する際の「能力の証
明」として効力を発揮する。しかし、職業への参入
以後は資格の効用が「評価基準、能力の底上げ」に
移行し、昇進・昇給の指標となり得る。独立、開業
をする際には、資格は「対外的な信頼」を調達する
可能性を持つようになる。学生が第Ⅱ象限に留まっ
ていることはなく、資格の効用は学生を取り巻く環
境によって常に変化していく（図４）。学生が資格
取得の意義を十分に理解し、意欲を持って学生生活
を送ることができるように、指導者は合格テクニッ
クの伝授のみに終始することなく、資格の効用も含
め、実務教育の一環として包括的な支援をしていく
必要がある。 
Ⅵ．結語 
本稿は、学生の持つ「資格」に対する意識調査を
もとに、短期大学での実務教育の在り方を考察した
ものである。ビジネス系学科における資格教育は、
就職のためだけでなく、知識習得のための指針とな
り、学生のニーズに応えられる実務教育でなければ
ならない。資格に対する意識調査で明らかとなった
ように、専門性の高いメディカルコースの学生も多
様なニーズを持っている。学生のニーズに応え、効
果的・効率的な実務教育の充実を図るためには、資
格教育を包含した実務教育の実践が有効である。こ
の点、本学科が平成26年度より導入した「ゆるやか
なコース制」は、新しい教育体系として評価される
べきである。本稿は学科での調査結果を中心に議論
したものであるが、実務教育を重視する短期大学で
の教育において、一般化の可能性が示唆された。 
一方で、その利点を有効活用するだけの資格教育
を通した実務教育のカリキュラム構築が図られて
いないことが問題である。また、本稿では、「診療
報酬請求論Ⅰ」と「簿記原理Ⅰ」の比較から導き出
した結果から考察しており、ＩＴ＆デザインコース
における科目については、検証に至っていない。高
等教育機関で行う資格教育の是非や、そもそも資格
取得を最重要視する学生ニーズが正しいかのか否
かの議論もできていない。以上の３点を今後の課題
とし、少なくとも１点目については、平成28年度カ
リキュラム改編の際の重要資料として役立てたい。 
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注 
1) 学校教育法第108条 
2) 学校教育法第83条 
3) 岡崎女子短期大学現代ビジネス学科学位授与
方針（ディプロマ・ポリシー） 
4) 青島（1997）による。 
5) 阿形健司「職業資格の効用をどう捉えるか」
『日本労働研究雑誌』№594、2010、p.22 
6) 青島祐子「短期大学における「資格教育」の
考察」『産業教育学研究』27-1、1997、p.61 
7) 潰しがきかない：職種を変えることが難しい、
の意。何をとったらいいのか：どのような資
格をとったら有効かわからない、の意。 
8) 20人以上の患者を入院させるための施設を有
するものをいう。入院施設を持たないものお
よび20人以下の患者を入院させるための施設
は診療所といい、名称は明確に分けられてい
る。（医療法第1条の5による） 
9) 日本病院会による定義では、「診療情報管理士
とはライブラリーとしての診療録を高い精度
で機能させ、そこに含まれるデータや情報を
加工、分析、編集し活用することにより医療
の安全管理、質の向上および病院の経営管理
に寄与する専門職業」（日本病院会http:// 
www.jha-e.com/より引用）とされる。 
10) 特に入院料の算定に多い。病棟によっては必
要な医療費（検査料、駐車料等）がひとまと
めにされているので算定は比較的平易である。
また、わが国ではDPC/PDPSと呼ばれる診断群
分類包括評価を用いた入院医療費の１日あた
りの定額支払い制度が実施されている。対象
病院は全7528病院中1496病院である。（平成25
年4月3日「厚労省DPC対象病院・準備病院の現
況について」より） 
 
 
